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３ 糖尿病対策 

 現 状                                      

  糖尿病は心血管疾患のリスクを高め、神経障害、網膜症、腎症、足病変といった特有の合併症を

発症し、更に高齢化で増加するサルコペニア、フレイル、認知症、悪性腫瘍等を併発することによ

り、生活の質並びに社会経済的活力や社会保障資源に多大な影響を及ぼします。 

  糖尿病有病者の増加を抑制するとともに、糖尿病患者については良好な血糖コントロール状態を

維持することにより、糖尿病による合併症の発症や進行を抑制することができます。 

 

（1）特定健康診査の状況 

  本県の特定健康診査実施率は、令和３（2021）年度、52.5％であり、平成 20（2008）年度

の 33.3％から徐々に増加していますが、全国平均の 56.2％（令和３（2021）年度）と比べる

といまだ低い状況にあります（全国 36 位）。 

  本県の特定保健指導実施率は、令和３（2021）年度、25.2％であり、平成 20（2008）年度

の 8.6％から徐々に増加しており、全国平均の 24.7％（令和３（2021）年度）と比べるとやや

高い状況にあります（全国 29 位）。 

  本県のメタボリックシンドローム該当者及び予備群の推定数は、特定健康診査の結果によると、

令和３（2021）年度、男性 154,872 人、女性 60,762 人です。 

 

（2）糖尿病予備群等の状況 

  全国の糖尿病予備群（糖尿病の可能性を否定できない者）の割合は、「国民健康・栄養調査」の

結果によると、令和元（2019）年度、男性 12.4％、女性 12.9％（本県人口に換算すると、男

性約 11 万人、女性約 13 万人）、また、糖尿病有病者（糖尿病が強く疑われる者）の割合は、同

調査結果によると、令和元（2019）年度、男性 19.7％、女性 10.8％（本県人口に換算すると、

男性約 16 万人、女性約 11 万人）です。  

※令和２（2020）年及び令和３（2021）年の「国民健康・栄養調査」は新型コロナウイルス

感染症の影響により調査中止。 

 

（3）受療の状況 

「患者調査」によると、本県の糖尿病の受療率（人口 10 万人対）は、入院、外来、いずれも全

国平均を上回って推移しており、入院の受療率は減少傾向にありますが、外来の受療率は平成 20

（2008）年までは減少傾向にあったものの、その後、増減しています。 

また、本県の糖尿病患者の平均入院日数は、令和２（2020）年の「患者調査」では 27.8 日

（退院患者平均在院日数）となっています。 
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図表 2-1-69  糖尿病の受療率（人口 10 万人対） 

出典：厚生労働省「患者調査」（各年） 

 

（4）透析の状況 

糖尿病性腎症重症化予防の取組が広がっていますが、本県の糖尿病性腎症による新規透析導入

患者数は、近年、400 人前後で推移しています。この理由としては、糖尿病患者総数は増加して

いる一方で、新しい糖尿病治療薬の開発など腎症に対する治療が進歩し、新規透析導入の抑制に

寄与していることが考えられます。 

図表 2-1-70  糖尿病性腎症による年間新規透析導入患者数（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：(一社)日本透析医学会 透析調査委員会「わが国の慢性透析療法の現況」（各年 12 月 31 日現在） 

 

（5）医療施設等の状況 

  本県の糖尿病内科の医師数（主たる診療科）は、令和２（2020）年度において92人で、人口

10万人当たり2.8人であり、全国平均4.0人より低い状況です。二次保健医療圏別でみると、広島

医療圏3.7人と広島市の周辺に集中しており、広島西医療圏3.5人、備北医療圏3.5人、呉医療圏

2.9人、広島中央医療圏2.3人、福山・府中医療圏2.1人、尾三医療圏1.2人の順で少ない状態です。

また、日本糖尿病学会認定の糖尿病専門医は107人（令和５（2023）年６月現在）であり、糖

尿病専門医が存在しない市町は11市町となっています。  
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図表 2-1-71 二次保健医療圏域別に見た人口 10 万人当たり糖尿病内科の医師数（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」（令和２（2020）年） 
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 課 題                                                                       

糖尿病は急性及び慢性合併症の発症や進行の抑制のため、1 人の患者に対し、生涯を通じて、継続し

た生活習慣の改善と薬物治療など、個別の病態に応じた医療を提供することが必要です。 

１ 糖尿病発症予防 

  生活習慣病のリスクを有する者や耐糖能異常者等、糖尿病予備群を把握するために、特定健康診

査の実施率の向上にこれまで以上に努めることが必要です。 

糖尿病の発症を予防するために、糖尿病予備群一人ひとりの状態に応じて、個別に生活習慣の改

善を図るサポートを提供するために、特定健康診査受診後の特定保健指導の実施率の向上に努める

ことが必要です。 

２ 糖尿病医療提供体制（治療） 

糖尿病の重症化や合併症の発症を予防するために、糖尿病有病者すなわち糖尿病の治療介入が必

要な者を、早期に医療機関に受診させることが必要ですが、糖尿病有病者が増加するなかで、糖尿

病内科の医師（日本糖尿病学会認定専門医、日本糖尿病協会認定糖尿病認定医等）による十分な医

療提供体制を、県内全域に隈なく整備することは困難な状況です。 

限られた医師数と地域偏在の現況においては、地域のかかりつけ医と糖尿病の専門医療機関との

連携による医療提供体制が欠かせませんが、県内全域で十分な連携体制が構築できているとは言え

ません。 

３ 糖尿病との共生 

  糖尿病患者が県内どこに住んでいても、生涯にわたっていきいきと暮らすことができるよう、糖

尿病の重症化や合併症の発症を予防することは重要です。すでに合併症を有している糖尿病患者に

おいては、合併症の重症化を予防するために、健診情報等のデータを活用し、個人の状況に応じた

保健指導の仕組みを取り入れた、「糖尿病性腎症重症化予防事業」の取組が県内で広がりつつありま

すが、いまだ十分浸透しているとは言えません。その要因として、事業対象者（糖尿病患者）の事

業参加にはかかりつけ医の同意が必要であるところ、かかりつけ医に事業の必要性や効果が十分に

伝わっていないことや事務に煩雑さがあることにより同意が得られないこと、自覚症状に乏しいこ

とから、事業対象者が糖尿病の重症化することのリスクを感じるきっかけがなく、自分事として捉

えられないこと等が考えられます。そのため、かかりつけ医が患者に糖尿病の重症化予防の必要性

の理解を促し、認知及び行動変容の手段として糖尿病性腎症重症化予防事業を活用してもらえるよ

うにする必要があります。 

また、糖尿病は定期的な通院への配慮などがなされれば、おおむね通常と変わりなく就労を継続

することができる一方、自覚症状に乏しく、治療中断につながりやすい疾患です。そのまま放置す

ると重症化や合併症の発症につながるため治療の継続ができるよう、事業者の理解を得る必要があ

ります。 
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 目 標                                                                     

県民が糖尿病に対する正しい知識を持ち、糖尿病予備群の生活習慣を適切に改善することで、糖尿

病の発症を予防します。 

糖尿病有病者を早期に発見し、早期に医療機関を受診させ治療につなげることで、糖尿病の重症化

や合併症の発症を予防します。 

糖尿病性腎症など合併症を発症した場合、病態に応じた適切な医療が受けられるよう、同一圏域内

で完結可能な、住民が安心できる医療連携体制を構築します。 

 

区分 指標名 現状値 目標値 出典 

Ｓ 特定健康診査実施率 ［R3］52.5％ ［R11］70％以上 厚生労働省「特定健康診
査・特定保健指導の実施
状況」 Ｓ 特定保健指導実施率 ［R3］25.2％ ［R11］45％以上 

Ｏ 

人口10万人あたりの糖尿

病性腎症による新規透析

導入患者数 

［R2～R4］13.2 

［R11］ 

直近３年間での平均

値が全国平均値以下 

日本透析医学会「わが国
の慢性透析療法の現況」 

  Ｓ：ストラクチャー指標、Ｐ：プロセス指標、Ｏ：アウトカム指標 

 

 施策の方向                                    

１ 糖尿病発症予防 

特定健康診査等の必要性について県民に啓発を行い、実施率向上の取組を強化していきます。 

また、健康増進法に基づいて実施する健康教育等の事業と医療保険者が実施する特定保健指導等

との連携を進め、県民自らが生活習慣の改善を目指す「ひろしま健康づくり県民運動」の取組を推

進します。 

平成 28（2016）年から始まった「健康サポート薬局」の普及・充実を図り、地域住民の主体的

な健康の保持・増進を支援します。 

２ 糖尿病医療提供体制（治療） 

糖尿病に関する専門的な医療提供を行うことができる、「糖尿病看護認定看護師」、「糖尿病療養指

導士（CDE）」等の育成に取り組みます。また、令和５（2023）年度から広島県栄養士会が認証す

る管理栄養士「ひろしま糖尿病栄養食事サポーター」を、最寄りの栄養ケア・ステーションから県

内の診療所に派遣し、外来栄養食事指導を開始し、普及させます。 

平成 29（2017）年度に設置された広島県地域保健対策協議会糖尿病対策専門委員会において、

糖尿病に関する医療機能を、初期・安定期治療、教育治療、専門治療、急性増悪時治療、慢性合併

症治療に分化し、それぞれを担う医療機関を整備し明確化しました。 

初期・安定期治療を担う診療所、教育や専門治療まで担う診療所や病院、急性増悪時治療や多く

の慢性合併症治療を担う病院（糖尿病診療拠点病院、糖尿病診療中核病院）との間で医療連携体制

を構築します。 

糖尿病有病者のうち未治療の者や治療中断者を減少させるため、啓発資料の配布やメディアを活

用し、糖尿病に対する県内全体の認知度を向上させ、早期受診・早期治療・継続治療を促進します。 
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３ 糖尿病との共生 

市町国民健康保険をはじめ県内の医療保険者で糖尿病性腎症重症化予防事業の取組を進めるため、

行政機関との更なる連携強化を図るとともに、かかりつけ医の負担が軽減され、協力が得やすい内

容となるよう一般社団法人広島県医師会（以下「県医師会」という。）、広島県糖尿病対策推進会議

と協働し、広島県糖尿病性腎症重症化予防プログラムの改定について議論を行い、事業の効果や必

要性の理解を得られるような効果的な働きかけについて検討します。 

平成 25（2013）年の一般社団法人広島県歯科医師会（以下「県歯科医師会」という。）による

Hiroshima Study など、糖尿病と歯周病には密接な関連があるという調査結果があります。糖尿病

患者に対する歯科受診の勧奨など、かかりつけ医とかかりつけ歯科医の連携（医科歯科連携）を推

進します。 

糖尿病は必ずしも生活習慣のみが原因で発症、悪化するものではありませんが、誤った理解や知

識から、職場における理解・協力、必要な配慮等が妨げられる場合があるため、治療と仕事の両立

支援について正しい情報の普及啓発を行います。 
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 医療連携体制                                    

糖尿病の医療連携を推進する体制は、「糖尿病診療拠点病院」及び「糖尿病診療中核病院」を中心に、

圏域内の医療体制が整う二次保健医療圏ごとに構築します。 

広島県地域保健対策協議会糖尿病対策専門委員会において、各圏域や各職能団体における糖尿病医

療や地域連携に関する取組や活動の報告、課題の検討等を行っています。 

また、「糖尿病診療拠点病院」及び「糖尿病診療中核病院」が少ない地域においても適切な糖尿病医

療を提供できるよう、ＩＣＴを活用した遠隔医療の推進に取り組みます。 

糖尿病対策の医療体制に求められる医療機能は、図表２-１-73 のとおりです。 

圏域ごとの医療連携体制を担う具体的な医療機関名は、県のホームページで掲載しています。 

１ 糖尿病診療拠点病院・糖尿病診療中核病院の要件と役割 

複数種の医療スタッフから構成されるチーム医療を実践し、教育治療及び専門治療を提供すると

ともに、地域において診療所（かかりつけ医）と密接な医療連携を構築し、診療所では実施できな

い慢性合併症の検査や治療を担います。また、糖尿病に関する研修会（症例勉強会等）を定期的に

開催し、地域における糖尿病診療に詳しく優れた人材を育成します。 

（1）糖尿病診療拠点病院 

各圏域に少なくとも１施設以上設置することを目指します。 

糖尿病内科の医師が３名以上常勤し、「糖尿病の医療体制に求められる機能」を概ね備えており、

24 時間体制で急性増悪時の治療を担い合併症治療のほとんどすべてに対応が可能な病院とします。 

（2）糖尿病診療中核病院 

各圏域に１～２施設の設置を目指します（各圏域にて人口規模を考慮）。 

糖尿病内科の医師が１～２名以上常勤し、「糖尿病の医療体制に求められる機能」の多くを備え

ており、可能な範囲で急性増悪時の治療を担い、合併症治療の多くに対応が可能な病院とします。 

２ 診療所（かかりつけ医）の役割 

初期及び安定期の治療を担います。血糖コントロールの困難な患者、合併症の検査や処置が必要

な患者は適宜、糖尿病診療拠点病院や糖尿病診療中核病院へ紹介し、状態が安定したら治療を継続

します。 

講習会や研修会に参加し、糖尿病診療に対するモチベーションの向上と質の高い診療を確保し、

初期・安定期治療のみならず、教育や専門治療まで担うことのできるかかりつけ医を増やします。 

図表 2-1-72 糖尿病診療拠点病院・糖尿病診療中核病院（令和５（2023）年４月１日現在） 
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図表 2-1-73 糖尿病対策の医療体制に求められる医療機能 

 
 【初期・安定期治療】 

【教育治療】 【専門治療】 【急性増悪時治療】 
初期 安定期 

機
能 

■糖尿病の診断および自己

管理方法を指導する機能 

■合併症の発症を予防する

ための安定期治療を行う

機能 

■糖尿病に対する知識や自

己管理方法を教育する機

能 

■血糖コントロール困難な

患者の治療を行う機能 

■急性合併症の治療を行う

機能 

目
標 

■糖尿病の診断（病型も含

めて）及び生活習慣の指

導を実施する 

■合併症の発症を予防する

ために、良好な血糖コン

トロールを目指した治療

を実施する 

■教育入院や外来にて糖尿

病療養指導を実施する 

■血糖コントロール指標を

改善するために、入院に

よる集中的な治療や専門

外来を実施する 

■糖尿病昏睡等の急性合併

症、感染症や外傷等の併

発による急性増悪時の治

療を実施する 

医
療
機
関
に
求
め
ら
れ
る
事
項 

①糖尿病の疑いのある（健

診で高血糖や尿糖を指摘

されたり、他院で偶然に

発見されたり、糖尿病を

心配して来院するなど

の）患者に対して、適切

な検査を実施し、糖尿病

の診断を行うことができ

る 

・75g 経口ブドウ糖負荷試

験 (ＯＧＴＴ) を実施可

能である 

・ＨｂＡ１ｃ、インスリン

(ＩＲＩ)、Ｃペプチド

(ＣＰＲ)、抗ＧＡＤ抗体

等の検査（外部委託でよ

い）を実施し、糖尿病の

病型・病態・病期の評価

が可能である 

 

②糖尿病に対する基礎知

識、日常生活の注意点な

どの指導（初期教育）が

可能である 

 

③食事療法、運動療法及び

薬物療法による治療介入

が開始できる 

 

④専門治療を行う医療機関

及び急性・慢性合併症治

療を行う医療機関と診療

情報や治療計画を共有す

るなどして連携している 

①血糖値やＨｂＡ１ｃなど

を指標に、食事療法や運

動療法の指導、経口血糖

降下薬の選択や変更・用

量調整が可能である 

 

②専門治療を行う医療機関

で導入されたインスリン

注射やＧＬＰ－１受容体

作動薬（アゴニスト）注

射の継続および投与量の

調整が可能である 

 

③低血糖時の対応（50%あ

るいは 20%のブドウ糖液

の静注など）やシックデ

イの際の初期対応が可能

である 

 

④専門治療を行う医療機関

及び急性・慢性合併症治

療を行う医療機関と診療

情報や治療計画を共有す

るなどして連携している 

 

⑤糖尿病に関する知識や診

療技術向上のため、各医

療圏で実施される講習会

や研究会に参加可能であ

る 

①各専門職種のチームによ

る、食事療法、運動療

法、薬物療法等を組み合

わせた教育入院等の集中

的な治療（心理問題を含

む）が実施可能である 

 

②糖尿病看護認定看護師や

糖尿病療養指導士（ＣＤ

Ｅ－ＪやＣＤＥ－Ｌ）な

どによる外来での療養指

導（フットケア、シック

デイ対策、インスリン注

射や自己血糖測定の手技

確認など）が実施可能で

ある 

 

③院内および院外の患者向

けの糖尿病教室を定期的

に開催している 

 

④日本糖尿病協会（広島県

支部）、県医師会、広島

県糖尿病療養指導士認定

機構が行う、ウォークラ

リー、世界糖尿病デーの

ブルーライトアップや血

糖測定などの啓発活動に

参加している 

①ＧＬＰ－１受容体作動薬

（アゴニスト）やＢＯＴ

における基礎インスリン

注射の導入、インスリン

強化療法（頻回皮下注射

あるいは持続皮下インス

リ ン 注 入 療 法 (Ｃ Ｓ Ｉ

Ｉ)）が実施可能である 

 

②（病院の場合）糖尿病患

者の周術期血糖管理が実

施可能である 

 

③糖尿病患者の妊娠あるい

は妊娠糖尿病患者に対応

可能である 

 

④食事療法、運動療法を実

施するための糖尿病療養

指導士及び設備がある 

 

⑤糖尿病の初期・安定期治

療を行う医療機関及び急

性・慢性合併症の治療を

行う医療機関と診療情報

や治療計画を共有するな

どして連携している 

 

 

①糖尿病昏睡（ケトアシド

ーシス、高血糖高浸透圧

症候群、低血糖症）等の

急性合併症の治療が 24 

時間実施可能である 

 

②感染症や外傷の併発など

シックデイによる血糖コ

ントロール増悪時に 24

時間対応可能である 

 

③糖尿病専門医あるいは糖

尿病診療に常時従事して

いる内科医が常勤してい

る 

 

④糖尿病の初期・安定期治

療を行う医療機関、専門

治療を行う医療機関、慢

性合併症治療を行う医療

機関と診療情報や治療計

画を共有するなどして連

携している 

 

 

 

 

 

 

医療 

機関 

の例 

病院又は診療所 病院又は診療所 病院又は診療所 病院又は診療所 病院 
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 【慢性合併症治療】 

網膜症 腎症 
神経障害 

脳卒中（脳梗塞） 

冠動脈疾患 

末梢動脈疾患 
足潰瘍・壊疽 歯周病 

機
能 

■糖尿病の慢性合併症の治療を行う機能 

目
標 

■糖尿病の慢性合併症の専門的な治療を実施する 

医
療
機
関
に
求
め
ら
れ
る
事
項 

■糖尿病の細小血管障害（網膜症、腎症、神経障害）、大血管障害（動脈硬化性疾患：脳卒中、冠動脈疾患、末梢動脈疾患）、足潰瘍・壊疽、歯周病

について、それぞれ専門的な検査・治療が実施可能である（単一医療機関ですべての合併症治療が可能である必要はない） 

 

■糖尿病の初期・安定期治療を行う医療機関、専門治療を行う医療機関及び急性合併症の治療を行う医療機関と診療情報や治療計画を共有する等し

て連携している 

①眼科医が常勤して

いる、あるいは眼

科医と密接に連携

し、定期的な診察

が実施可能である 

 

②糖尿病網膜症治療

の場合、蛍光眼底

造影検査、光凝固

療 法 、 硝 子 体 出

血・網膜剥離の手

術等が実施可能で

ある 

 

 

 

 

 

 

①腎臓・透析内科医

または外科医が常

勤している、ある

いはこれらの専門

医 と 密 接 に 連 携

し、定期的な診察

が実施可能である 

 

② 糖 尿 病 腎 症 の 場

合、尿一般検査、

尿中アルブミン排

泄 量 検 査 、 腎 生

検、腎臓超音波検

査、透析治療等が

実施可能である 

 

 

 

 

①脳神経内科医また

は外科医が常勤し

ている、あるいは

これらの専門医と

密接に連携し、定

期的な診察が実施

可能である 

 

②糖尿病神経障害の

場合、腱反射、振

動覚検査、神経伝

導検査等が実施可

能である 

 

③脳卒中（なかでも

脳梗塞）の場合、

頸 動 脈 超 音 波 検

査 、 頭 部 Ｃ Ｔ 検

査、頭部ＭＲＩ検

査等が実施可能で

ある 

①循環器内科医また

は心臓血管外科医

が常勤している、

あるいはこれらの

専門医と密接に連

携し、定期的な診

察が実施可能であ

る 

 

②心電図検査、ＡＢ

Ｉ／ＰＷＶ（ＣＡ

Ｖ Ｉ ） 検 査 、 心

臓・下肢超音波検

査、心臓・下肢Ｃ

Ｔ検査、下肢ＭＲ

Ｉ検査、心筋シン

チグラフィー、血

管造影検査等が実

施可能である 

 

 

①皮膚科医または整

形外科医・形成外

科医が常勤してい

る、あるいはこれ

らの専門医と密接

に連携し、定期的

な診察が実施可能

である 

 

②蜂窩織炎や潰瘍・

壊疽などの糖尿病

足病変に対して、

デブリードマン等

の観血的処置、場

合によっては下肢

切断術が可能であ

る 

 

③オーダーメイドの

靴や義足の製作が

対応可能である 

①糖尿病患者の「か

かりつけ歯科医」

として定期的なフ

ォローが可能であ

る 

 

②糖尿病連携手帳等

を確認し、血糖コ

ントロール状況の

把握をし、できて

いない患者に対し

内科への受診を促

すことが可能であ

る 

 

③抜歯や歯周外科治

療等の観血的処置

の際には、かかり

つけ内科医と薬剤

情報など診療情報

の連携ができる 

医療 

機関 

の例 

病院又は診療所 病院又は診療所 病院 病院 病院 歯科診療所 

 

 

  


